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一 国際人権法の先例研究
国際人権 法の先例 としては,規 約人権委員会の個人通報審査の決定,国 連人権委員会の1503手続 に
ついての決 定,ヨ ー ロッパ人権 委員会 の決定,ヨ ー ロッパ人権裁判所 の判決;米 州人権委 員会 の決
定,米 州人権裁判所の判決な どが考え られ るが,世 界的広 が りを見た場合,市 民的及 び政治的権利 に
関する国際規約(自由権規約またはB規約とも略称される)に関連した規約人権委員会の決定の重要
性 は,動 か し難い もの と思われ る。 自由権規約 に定め られ ている人権 の保障 について は,規 約人権 委
員会 による保障手続が定 められ,そ の中で も,個 人通報手続は,も っ とも進んだ人権 の国際的保障方
式 ということが出来 る{D。この手続 を利用 しうるためには,人 権侵害を した とされ る国が 自由権規約
の選択議定書 を批准 してい ることが前提 である。わが国はこの批准 を していないために,わ が国 につ
いては,ま だ,こ の手続 を活用す ることが出来 ない。 しか し,規 約人権委 員会 の一般 的意 見(z)に加 え
て,こ の個人通報手続 に関 して行 なった委員会の決定内容 は,自 由権規約の条文 を解釈す る上で,極
めて重要 な ものであ り,「公権 的解釈」 と言ってよい と思われ る。白山権規約の加盟国 は,当 然規約
の遵守義務つ まり同規約上 に定 め られた人権 を尊重 ・保障する義務 を負っている。 その人権の内容 や
保障程度 な どについての解釈は,第 一次的には当該国の裁判所 等に委ね られているが,も し,そ の解
釈 に疑義がある場合 には,将 来は,規 約人権委 員会の この 「公権的解釈」に従わざるをえぬ ことにな
ろう。 その意味で,こ の規約入権委員会の決定を検討する ことには,重 要な意義 がある。
規約人権委員会 は,国 連総会 に対 する報告書 の中で も,個人通報に関する主要決定 を記載 している
が,こ れ まで に2回,『 精 選 決 定先 例 集lSelectedDecisionsを公刊 してい る。 そ の第1集 はs1985
年出版 された。私 は,国 際人権法に関心 を持つ他の研究者 と研究会を作ってその内容 を検討 し,そ の
内容 を,翻 訳編集委員会の名 で,1989年邦訳 し,東 侍童 か ら出版 した(3}。その第2集 が1990年出版 さ
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れた の で{9),引続 きその 内容 を検 討 した。 内容 を見 てみ る と,第1集 は1977年8月か ら1982年7月の
間の決定事例 を集録 していたが,そ こでは,規 約人権委員会 の創設後 日が浅かったためか,形 式的な
決定が比較的多かったのに対 して,第2集 は1982年10月か ら1988年4月の間の決定事例 を集録 してい
るが,こ こでは,か な り規約の内容 に踏込んだ厚 みのある決定が多 く見 られ る。
この第2集 も,文部省の平成6年 度科学研究費補助金 「研究成果公開促進費」の交付 をえて,近 く
東信堂か ら出版 を予定 している。第2集 の翻訳出版 にあた っては,決 定の年代順や原著の編別 によ ら
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ずに,体 系的 に整理 して編集す ることに した。つ まり,第1集 の時の ような 「論文編」 は縮小 し,第
1部で,簡 単 に個人通報手続,選 択議定書 について解説 したあ と,第2部 で,「選択議定書 に基づ く
規約人権委員会の決定」 を,1.通 報 を受理 す るか否 かの許容性 に関 する決定(非 許 容事例)と,
II.本案 に関 す る決定 に分 け,そ れ ぞれ につ い て,同 種 の決 定 を まとめて整 理 し,さ らに,そ れ らに
ついて 「解説」 を加 えた。 また,重 要な ものについては決定 内容の全文 を掲載 したが,そ の他につい
ては重要部分 を要約掲載 し,重 要性があ まり無 いと思われ るものは省 くか,ま たは,同 種 のより重要
な決定 と合せ て解説する方法 を取 った。
今回の研究 のテーマであ る く国際人権法先例研究〉 については,こ の 『国際人権規約先例集』第2
巻の出版 によって責任 を果 したことになるか と思われ るが,折 角の機会で もあるので,こ こでは,そ
の中で,委 員会が個人通報 を受理 す るか否か の 「許 容性」 に関 する決 定 について概観 してお きた
い(5}。
二 通報を受理するか否かの 「許容性」に関する決定
自由権規約 に定 められた人権の侵害があった として,被 害者等から国連に通報が行 なわたれた時 に
は,そ の通報 は,す べ て ジ ュネー ヴにあ る国連 人権 セ ンター に集 め られ,同 セ ンター の職 員 に よって
通報 は整理 され,一 連 番号/登 録年が付 され(本 書で もNα210/1986とい うように表示 してあるのが,
それにあた る),規約人権委員会 に送付 され る。 この個人通報 を受取 った規約人権 委員会 は,ま ず,
その通報の受理が許容 され るか否か,に ついて審査す る(手 続規則87条)。委員会 の作業 を円滑 にす
るため,委 員会の中 に5人 以内の委員で構成 され る作業部会 渉設けられ,作 業部会が通報 を受理すべ
きか否かの許容牲 を検討 し,そ の結果 を委員会 に勧告する(手 続規則89条)。委員会は,さ らに通報
の処理を助 けるために委員の中か ら特別報告者 を任命することもある。
許容性の審査 は,内 容の実体的審査に入 るための前提審査である。通報が受理 されるための要件 に
ついては,自 由梅規約の選択議定書 と,第2集 編集当時は暫定手続規則90条,1989年7月26日に委員
会が第36会期で手続規則 を定 めて以後は新規則90条,がそれ を定 めているが,大 略,次 の ような もの
で あ る。
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1通 報者が,自 由権規約当事国の管轄下 にある個人であること(議定書第1条,規 則90条a)
2通 報者が,自由権規約に定められた権利を当事国により侵害されたと十分に実証的な方法で主張
してい る こと(議 定 書第1条,規 則90条b){6)
3国 内的救済手段が尽 くされていること。ただ し救済手段 の実施が不当に遅延 している場合 を除 く
(議定 書第2条,5条2項b,規 則90条f)
4通 報が匿名 でない こと(議 定書第3条,規 則90条a)
5通 報が権利 の濫用 であった り,規 約の規定 と両立 しないものでない こと(議 定書第3条,規 則90
条c,d)
6同 一一・問題が他の国際的調査 ・解決手続 によ り審議 されていないこと(議 定書第5条2項a ,規 則
90条e)
規約人権委員会 の審議 は非公開であり,ま た書面審査だ けを行 なう(こ の点,ヨ ーロ ッパ人権委員
会や米州人権委員会の手続 と違 っている)。委員会,作 業部会,特 別報告者 は,通 報 を受取 った ら,
まず,関 係当事国に通報の謄本 を送達する。 また,関 係当事国や通報者 に対 して,通 報の受理可能性
問題に関連 する情報や見解 についての補充書面 の提出を求める。補充書面の提出が不当に遅延 しない
ために,通 常 は6週 間か ら2ヵ 月程度の提出期限が定 められ る。 この要請は受理可能性 について何等
かの決定が されたことを意味 しない。 その要請書 自体 にも,そ の旨が付記 され る(手 続規則91条a,
c)。
委員会 は,前 記の通報謄本 を送達 し,か っ,補 充書面提出の機会 を与 えた後でなければ,通 報の受
理 を公表 することはできない(同 条b)。公 開された資料 によると,1977年の規約委員会 の通報審査
が開始 されてからこの第2集 が取扱って いる1988年春 までに,26力国に関する286通の個人通報が規
約人権委員会 に提出されたが,そ の うち63通が不受理(非 許容),83通について最終見解が採択 され,
20通は受理 はされたがまだ最終見解の採択にはいたらず,52通は取下 げないし審査打切 られ,70通が
未審査段階であった。
この規約人権委員会先例集(第2集)に おいて も,こ の通報 の受理許容性の問題 について,委 員会
は,多 くの見解 を示 してい る。以 下,そ れ をや や詳 し く見 てみ る。
1通 報者が規約当事国の管轄下にあ る個人であ ること(議 定書第1条)
議定書第1条,規 則90条aは,通報者が,自 由権規約当事国の管轄下にある個人であることを,通
報受理 の前提条件 としている。
aこ の 「個 人 」 の意味 に つ いて,第2集 に集録 され た事 案 と して は,104/1981の事 案 で,ユ ダ
ヤ入に対す る差別 メッセージを吹込んで電話サー ビスで聞かせようとして,そ の行為 を差止 められた
ことが,規 約第19条(表現の 自由)に 違反する≧して通報 した共同通報者の一方である1972年2月に
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結成 され た政 党(W。G.Party)につい て,委 員会 は,政 党Partyには通 報資絡 が ない と,決 定 して
い る。 また,こ の第2集 チJ行の あ と,360/1989事件 と,361/1989事件 で委 員会 は,「選 択 議 定 書 第
1条 の も とで は,個 人individualsだけが通 報 を提 出で き る。 会 社companyは,通 報 を提 出 す
る資格 が な い」 と した。
b「 通報者」が,自 由権規約に定め られた人権 の侵害 を受 けた と主張す る被害者本人 に限定 され
るのか は,次 に検:請す る問題 とも関連 す るが,こ の第2集 で も問題 として検 討 され ている。107/
1981の失踪事例 を取扱 った事件は,被 害者である娘 に代 って,そ の母親が通報 を提 出した ものである
が,委 員会 は規約第7条 の違反 に関連 して,娘 に加 えて母親 自体 も被害者 として取扱 った。委 員会
は,娘 の失踪 によって母親が受ける苦 しみ,ス トレスについて理解 を示 し,母 親 は娘 の消息 について
知 る権利があるとした。委員会は,従 来か ら被害者自身が 自ら通報 を提出出来ないような事情 にある
場合 には,正 当に授権 された代理人のみな らず,近 親者か らの通報 も受理 して きている(第1集 所収
の29/1978事件44ペー ジ)。
16/1977事件において通報者 は,自 分 自身 に対す る人権侵害のほか,ザ イール政府によって人質 に
され た弟 に代 っての通 報 は,近 親関係closefamily.connectionを理 由 に受 理 した。 しか し,兄 と義
父 につ いて は,「もし望 めば,自 分 自身で行 動で きる立場 にあ る」 として,審 理 を打 切 ってい る。
83/1981の事案では,ウ ルグアイで被拘禁巾の弟に代 って兄がお こなった通報が受理されている。
c「 規約 当事国の管轄下 にある」 とい う要件 については,委 員会 は,従 来か らかな り弾力 的に解
釈 してい る。 この第2集 に収 録 され てい る事 案 に,次 の よ うな もの が あ る。
74/1980の事案は,ウ ルグアイ政府に より国外追放 されたフランス在住のアルゼンチ ン人がおこな
った通報であるが,委 員会 は 「国籍に関係 な く,規約が侵害された時点に被通告国の管轄下 にあった
個人」は通報資格あ りとした。llO/1981の事案 はスウェーデ ン在住 のウルガイ人か らの通報であ る
が,決 定 には同旨が述べ られている。
77/1980の事案 は,1974年1月に ウル グアイ を出国 し,以 後 メキ シ コに居 住 してい る通 報 者が,所
持す る旅券の有効期限が切れる1週 間前 にあたる1978年10月16日,メキシコにあるウル グアイ大使館
に新旅券の申請 をしたのに拒否 され:たので,規 約第12条(移動及び居住の自由)等 の違反 を理由 とし
て通報 した事案である。ウルグアイ政府 は,通 報者はウル グアイの管轄下にいないと主張 した。 しか
し委員会 は 「国外 に居住する国民の場合 には,規 約第12条2項の義務 は,居 住国 と国籍国の双方に課
せ られている。従 って,規 約第2一条1項 は,第12条2項の下でのウルグアイの義務 をその領土内の国
民にのみ制限 しているもの と解釈 してはならない」 として通報を受理 した。
155/1983はマダガスカルを当事国 とす る事案で,反 政府派 を擁護 した フランス人弁護士がマダガ
スカル政府 によって追放 された措置につ き,自 由権規約第9条4項 と第13条の違反 として通報 したの
に対 して,こ の通報 は追放後 フランス在住の本人 か ら提出 されたのであったけれ ども,受理 された。
また,第2集 には間に合わなか ったが,196/1985の事案で は,植 民地 時…代 にフランス軍 に勤務L
ていた ことにより恩給を受けていたセネガル国籍 の退役軍 人が,1974年の法改正でフランス国籍者 と
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恩給支給額 に差 をっ けられたこ とを不当差別 として通報 した事案 について も,委 員会は,「規約 当事
国(フ ランス)の 管轄下 にある」個人か ら通報 が提出された もの として受理 し審査 をお こなった。
2権 利侵害 を十分 に実証的な方法で主張 していること
議 定書第1条 は 「この議定書の締約国 は,そ の管轄下にある個人で規約に定めるいずれかの権利が
右 の締約国 によって侵害 された と主張す るものからの通報 を,委 員会 が受理 し,か つ,検 討す る権限
を有する ことを認める」 としている。 この規定 によれ ば,自 由権規約 に定め られた権利 を当事国によ
り侵害 された と主張する通報 は受理 され る ことになるはずであ るが,規 則90条bは,「通報 者が,自
由権規約 に定 め られた権利 を当事国によ り侵害 された と十分 に実証的 な方法で主張 していること」を
要件 と してい る。
この ことは,「通報者が,自 由権規約 に定 め られた権利 を当事国によ り侵害 された ことを十 分な証
拠 によって証明 している ζと」 までを要求 しているわけではない。後者 は,本 案の実体的審査 にかか¶胃}
わ る問題である。 この規則90条Lの規定 は,ど のような通報で も 「自由権規約に定 められた人権が侵
害 された」 とさえ記載 してあれば受理される とい うので はな く,濫訴 を防 ぎ,実 際 に委員会が本案審
理 に踏込むに足 りるような人権の侵害あ りとす る主張 をその通報が含んでいるか否か とい う形式の審
査 と位 置付 けられ ている とい うべ きであろう。 この意味で,通 報が権利の濫用であ ってはな らない と
す る議定書第3条,規 則90条cとも関連する と考 えてよい と思われる。 しかし,運 用の如何によって
は,こ の点 に関す る通報の受理可能性(許 容性)の 審査の段階で,通 報の内容 であ る人権侵害の有無'
という実質審査 にも関連 しかねない,と い う問題 が若干懸念され る。 もし,こ の問題 について判断が
微妙な場合 には,む しろ形式的には通報を受理 した上で,本 案審査の中で,こ の点 について も判断 を
示すのが賢明であろう。
第2集 に集 録 された 事 案 と して は,158/1983の事 案 で,通 報 者 はノル ウ ェ 一ーで ス ピ}ド 違 反 で処
罰 されたが裁判所 の審理方法が不法 で規約第14条(公正 な裁判 の保障)に 反す るとして通報 したが,
委員会 は,通 報者 が規約に定 め られた人権 を侵害 された という主張を立証する何等の事実 も示 さなか
った とい う理 由 で,通 報 を受 理 しなか った。
また,78/1980の事案 は,困 難な問題 を含んだ事案 である。通報者は,カ ナダのケベ ックの近 くに
居住す る ミクマ ク部族の大酋長 として,カ ナダ政府が ミクマク部族の自決権 を認 めないのは規約第1
条 に違反する,と して通報 した。委員会 は,通 報者が ミクマク部族 を代表 して行為する権限 を与 えら
れていることを立証 していないし,個 人的に規約 に定 められた人権侵害の被害者であることを立証す
る適 当な事実 を示 していない として非許容 とした。
3国 内的救済措置の未完了
侵害 された人権 について国内的救済手段が尽 くされていることは,一 般 に,入 権 の国際的保障手続
を進め る前提 と考 えられている。 この ことは,議 定書第2条,5条2項b,規 則90条fも明記 してい
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る。国内的救済手段 を尽 くしたか否かについては,通 報者が一応主張 と立証責任 を負 う。 しか し,そ
れは 「一応の証明」で足 り(こ の点 はヨーロッパ人権委員会で も同様 である),それに当事国が反対
の見解を取 る場合 には,当 事国の側が利用可能な国内救済手続が残 されていることを主張,立 証する
必要がある。 もっとも,議定書第5条2項bに おいては,こ の規則は救済手段 の実施が不 当に遅延 し
ている場合には適用 しないもの としている。第2集 に集録 されている事案で も,国 内救済手続完了原
則に関連 した事案がい くつかある。..
164および148-159/1986の併 合 事件 は,ス リナ ム に お け る殺 害事 件 で あ るが,そ こで は国 内 的救
済措置完了の原則 は 「そうした救済方法が有効かつ利用可能である限 りにおいて要求 されているにす
ぎな い」 とい うこ とを確認 して いる。
184/19$9事件では,フ ランスへの移民が フラ ンス国籍拒否 を不法 として通報 した事案 であ り,通
報提出時,事 案はまだ国内裁判所に係開 申であった。その国内裁判手続 にはすでに6年 半を要 してい
たが,委 員会 はその遅延が通報者 自身の責任によって もた らされた もの と認め,不 当な遅延 を理 由と
する規則の不適用は認 めなか った。
192/1985事件は,カ ナダの開業医が,国 内裁判所 が離婚 にあた り,母親 に子 の監護権 を認め,母
親 と子 の扶養料支払 を命 じたのを,裁 判官の裁量権濫用であ り規約侵害にあたるとして通報 した事案
である。通報者は,妻 との別居 当時1歳 半 であった息子 はもう10歳にな り,最高裁判所 が下級審判決
を覆す とは思われず,最 高裁の裁定 まで さらに2年 ない し4年以上 もかかると主張 したのに対 して,
委員会 は,「1975年以来最高裁 で18件が受理 され,そ のうち8件 が認容 されてい る。上告 には時間が
かか るであろうが,〈不当に長 い〉遅延 とは認め られない」 として非許容 とした。
112/1981事件は,カ ナダ軍兵士が精神 病を理由に解雇 され,障 害年金の支給 を求めて拒否された
事案である。通報者 は,年 金審査会の決定のコピー も見せ られず,決 定に対する法的救済手段の可能
性 も教示 されなかった として,規 約第14条の違反 を理由に通報 をおこなった。委員会 は,控 訴裁判所
への不服申立 ての道が開かれ てお り,そ れによって通報者の請求に十分な保護が用意 されていた。通
報者 はそれを利用 してお らず,そ の救済手段 を利用出来 なかった事情 を明 らかにしていない として通
報を受理せず,非 許容 とした。 そして理 由の中で,「司法審査 に訴 えることがで きることを通報者 に
助言 されなかった とい う事実 は,通 報者の請求が司法審査 に服する種類の ものであるか否か という問
'題とは関係がない」 とした
。 しか し,個別意見の中では 「このような法的救済手段の利用可能性が通
報者 に確保 されてい るとはいいがたい。年金審査会が,最 終的かっ強制力あるもの としてその決定 を
通報者 に通知 した書簡においては,こ うした司法機関への不服 申立ての可能性については何 ら言及 さ
れていないし,通 報者の代理人 は,年 金審査会において請求者 を代理するために とくに任命 された公
務員であったがダ通報者に裁判所への不服 申立てについて助言 しなかった。 こうした事情の下で は,
カナダ政府 は,手 続的に通報者が国内的救済措置 を尽 くさなかった と主張することは禁反言で許 され
ないし,実 体的に,規 約第14条1項の下で要求され る保障が守 られていた と主張することも,禁 反言
で禁ぜ られる」 と述 べられている。
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前記のウル グアイで弟が拘禁 され た として通報 された83/1981の事案で,委 員会 は,ウ ルグアイ政
府が,利 用可能 な国内的救済措置が尽 くされていない と主張 したのに対 して,同 政府が委員会の要請
を無視 して判決書や関連資料 を提出 しなか ったことを遺憾 とし,本 人 は不 当に遅延 することな く裁判
を受けることが出来なか った と結論 し,「この事件が抱 える特別な状 況の 中で,ど の ような救済措置
が可能か について明確な指摘がない以上,国 内的救済措置が尽 くされていない と結論するわけにはい
かない」 として通報 を受理 した。
この ことと関連 して,規 約人権 委員会が国内裁判所 の上告審であ り,国 内裁判所 の判決 を一般 的に
再審査す る機関であるような誤解が,世 上 あることについて,注 意 してお く必要が あある。規約人権
委員会は,決 して このような機関ではない。委員会 は,従 来か ら 「当該裁判 に,重 大な規約違反があ
るとい う明確な証拠がない限 り」委員会 は,国 内裁判 自体 を再審査する立場 にはない としている。第
2集 に集録 され た事 案 で も,16/1977の事件 で,同 趣 旨の判断 が述 べ られ てい る(para.15)。
4通 報が匿名でない こと
議定書第3条,規 則90条aは,通報が匿名でない ことを受理の要件 と定 めている。 しか し,こ れ は
通報 を見れば一見明 白であるか ら,国連人権 センターで通報 を分類 してい る段階 で,非 許容 にすべ き
通報 として整理 され うるので,こ の点 について特 に委員会 の審査 を要す る場合 は,希 有 と思われる。
先例集の記載で,通 報者がイニ シアルだけで表示 されている事案 も,原通報 は実名 でな されてお り,
委員会による公表の段階で,イ ニ シアルだ けで表示 されているものであ る。
5通 報が権利の濫用でない こと,規 約の規定 と両立 しない ものでないこと
a議 定書第3条,規 則90条cは,通 報が権利の濫用でないことを,通 報の受理要件 としている。
第2集 に集 録 され て いな いが,72/1980の事 案が,こ の問題 を取上 げてい る。 この事 件 はデ ンマ ー ク
の市民が同国国税裁判所の決定 を不 当 として行 なった通報であるが,同 様 の通報 を以前に提出 し,そ
れが根拠薄弱 として非許容 となってお り,今 回の通報 も根拠薄弱であ り,通報者 自身が利用可能な国
内的救済 を利用するつ もりであると述べてい ることな どを総合 して,こ の通報 を濫用 に該当するもの
とし,受 理不 能(非 許 容)と した。
b規 約の規定 と両立 しない場合 も,通 報 は受理 され ない(非 許容 とされ る)。それについては,
議定書第3条 のほか規則90条dが規定 している。
この問題 については,通 報が規約の事項範囲外 である場合 と,通報 が規約の有効期間範囲外である
場合,つ まり,通報の内容である権利侵害が当事国 について議定書が発効 した以降 に行 なわれた もの
で ある場合(議 定書第9条)と が考 えられる。
前者,通 報が規約の事項範 囲外で ある場合 に該 当す るとす るのが,第2集 集録 の事案では,Il8/
1982と,185/1984の事 案 であ る。 ほか に も,78/1980,204/1986等の事 案 が あ る。
118/1982の事案は,カ ナダでアルバ一夕州公務 員のス トライキ権が全 面的に禁止 され たのを規約
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第22条の結社の自由の権利侵害 として通報 した ものである。 これに対 して委員会 は,同 条が保障 して
いるのは労働組合の結成,加 入 の権利であって,ス トライキ権 はそれ らの権利 に含 まれないとして,
通報を非許容 とした。 しか し,そ の決定に付 された個別意 見においては,「結社の 白山 は,必 ず しも
すべての状況の下でス トライキ権 を除外す るとは限 らない」 とし,通 報は受理 され るべ きであった,
と してい る。
185/1984の事案は,い わゆる良心 的兵役拒否が認 め られなかったの を,規 約第8条3項(強 制労
働 の禁止),第18条(思想,良 心お よび宗教 の自由)お よび第19条(表現 の自由)に 反す るとして通
報 した ものであるが,委 員会 は,自 由権規約 は良心 的兵役拒否 の権利 を保障 してはいない として非許
容 とした 。 な お,良 心 的兵役 拒 否 に関 して は,別 に89/1981事件 もあ る。
もっとも,通 報が規約の事項範囲外 である場合は,「規約の規定 と両立 しない」 という理 由で はな
く,前記2の 規則90条bによ り 「通報者 が,自 由権規約 に定 められた権利 を当事 国により侵害 された
と十分 に実証的な方法で主張 していない」 とい う理由で非許容 とすることも考え られ る。
78/1980の事案 は,前 記の ように通報者が,カ ナ ダのケベ ックの近 くに居住す る ミクマク部族の大
酋長 として,カ ナダ政府が ミクマク部族の 自決権 を認めないのは規約第1条 に違反する,と して通報
した事案である。本来 な らば,人 民の自決権 の侵害が,個 人通報の対象た りうるか否かが,問 題 とさ
るべ き事 案であった,し か し,委 員会 は,通 報者が ミクマク部族 を代表 して行為す る権限を立証 して
お らず,個 人的に人権侵害の被害者であることを立証す る適 当な事実 を提 出していない として非許容
と した のだ った。
後者,通 報が規約の有効期間範囲外である場合,つ まり,通報 の内容である権利侵害が当事国につ
いて議定書が発効 した以降 に行なわれた ものであ る場合 に該 当する第2集 に集録 の事案 には,117/
1981がある。 この事案 は,イ タリア刑法 によって禁止 されているファシス ト党の再建 に関与 した とし
て処罰 され,公 民権 を停止 されたの を,規 約第22条(結社の自由)等 に反する もの として通報 した事
案である。 しか し,委 員会 は,当 該刑事判決の期日が 白山権規約 と議定書がイタリアについて発効 し
た1978年12月15日よ り前であるとのイタ リア政府の主張 を容れて非許容 とした。 さらに同決定 はファ
シス ト党の再建 のような行為 は,規 約第5条 によって規約の保護 か ら除外 され,こ の通報 は事項範囲
において も規約の規定 と両立 しない,と いうことも非許容の理 由としている。
前記の83/1981の事案 においては,通 報者の弟が逮捕 されたのは,規 約 と議定書がウルグアイにつ
いて発効 した1976年3月23日よ り以 前 の1971年10月16日で あ ったが,1976年3月23日以後 も継 続 して
いる拘禁状態や以後 に生起 した事態 につ き通報 は受理 され ると した。85,92,103/1981事件 で も同
旨が述べ られている。
159/1983の事案 もウル グアイで生起 した事件で,最:初被害者のi妻が通報者 とな り,後 に釈放後被
害者本人 も共同通報者 となった。被害者 は歴史地理の教授 であったがウル グアイの軍事政権 によ り
1973年以降拘禁されていた。 ウル グアイ について規約 と議定書が発効 したのは1976年3月23日であっ
たが,1989年.民主的政権が樹立され,85年に恩赦法が公布 された。委員会 は,ウ ルガイについて議定
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書が発効 して以後 の事態 について規約の違反を認 めた。
6他 の国際的調査 ・解決手続で審議 されていないこと
通報の対象 と同一の問題が他の国際的調査 ・解決手続に より審議 されていないこ とが通報受理の前
提であることについては,議 定書第5条2項aと,規 則90条eが規定 している。第2集 に集録 された
事 案 で は,74/1980,158/1983と168/1984等の事 案が これ に該 当す る。
158/1983の事案は,ノ ル ウェーでスピー ド違 反で処罰 されたが裁判所 の審理方 法が不法で規約第
14条く公正な裁判の保障)に 反するとして通報 したもので ある。 しか し,ノ ル ウェー政府 は,通 報者
が ヨーロッパ人権委員会に も申立 てを行 なってお り,ノ ル ウェーは選択議定書の批准 にあたって 「同
一問題が既に他の国際的調査又は解決の下で審査された場合には,委員会は個人からの通報を審査す
る権限を有 しない」 と留保 している と主張 した。委員会は,こ の留保 には注目 したが,ヨ ーロッパ人
権委員会への申立ては,申 立期限(6カ 月)を 徒過 したため受付 けられておらず,し たがって 「同 じ
事案を審査 した」 とは認めなかった。 しかし,こ の通報 は,前 記のよ うに,通 報者が規約に定 められ
た人権 を侵害 された とい う主張 を立証 する何等の事実 も示 さなか った という理 由で受理 され なか っ
た 。
168/1984の事案 もノル ウェーに関す るもので,父 親 である通報者は,離 婚訴訟 の過程で,裁 判所
が離婚 した妻の監護下にある娘 を通報者が訪問する権利 について十分 に考慮 しなか ったこ とを,規 約
第14条(公正 な裁判 の保障)等 に反する として通 報 した ものである。ルウェー政府 は,通 報者がすで
に1982年ll月20日,ヨー ロ ッパ人 権 委 員会 に 申立 て を行 な って い る とし,ノ ル ウェー が選択 議捷 書 の
批准 にあた って行 なった前記の 「他の国際的調査 ・解決手続で審議された場合」の留保 を援用 した。
委員会 はこの主張を認めて,通 報 を非許容 とした。
なお,74/1980の事案では,事 件 が被害者である通報者の了解 も同意 もなしに第三者によって他の
機 関(例 えば米 州人 権 委 員会)に 付 託 されて い て も,そ れ は 「同一・問 題 」 とは しな い,と して い る。
三 立証責任 と規約当事国の'協力義務
規約人権委員会 における個人通報審査 において も,事 案 についての主張責任 とその立証責任 は,…
般的 には通報者の側 にある としなけれ ばならない。 しか し,被 害者個人の立証能力 には限界があ り,
とくに被害者が被拘禁状態にある場合 には,… 層立証 に困難が伴 う。そのために,委 員会 は,… 応通
報者 の立証責任 を認 めつつ,そ の人権侵害 ありと通報 された規約当事国が,積 極的に反対 の証 拠を提
示せず,ま た,委 員会に対 して非協力の態度 を取 った場合には。通報者の主張 した事実の存在 を推定
して事案の審理 を進 めている。
この ことは,本 案の審理 にあた って も類似(ρ姿勢が見 られ る。すでに第1集 に掲載 した30/1978の
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事案で 「通報者 と当事国 は,証 拠入手 に関 して平等 な立場 にあるわけではない。 しばしば当事国だけ
が関連情報 を入手で きる」 として,立 証責任 を当事国に も負わせていた。同趣 旨は,第2集 に掲載 さ
れた事案で も,49/1979(南アフ リカ市民がマダガスカルに不時着 し,不 公正な裁判 を受けた事案)。
85/198ユ(ウルガイ市 民 か らの通報),90/1981,161/1983の各事 案 で,同 趣 旨が述 べ られ てい る。
ま た, 138/1983の事案は,ザ イールで逮捕 されのちに国外追放 された国会議員等か らの通報であ
るが, 委員会の決定の中で 「規約締約国 は,規 約違反のすべての主張 を誠実 に調査 した上,利 用可能
一 ,
な情報 を委員会 に提 出する義務があることが,選 択議定書第4条2項 の中に暗黙 に含 まれている」 こ
とを強調 し,当事国がこの義務 を果 さなかった場合には,通 報者の主張事実 を認定 できるとした。 こ
の こ とは,前 記 の146および148-154/1983の併 合事 案(ス リナム で の殺 害 事件)の 理 由中 で も繰 返
して述 べ られ てい るω。
注
(1) 安藤仁介 「B規約人権委員会の個人通報審査」(法学論叢128巻4・5・6号)81ページ以下。
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以下。
(3)翻訳編集委員会編 『国際人権法先例集』束信堂。
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(5)佐藤i文夫 「規約人権 委員会 による個人通報 に基づ く争点 の整理(1984年)」(成城法学20号)225ペー
ジ以下。
(6)佐藤文夫 「個人通報非許容事 由 としての 『主張の立証』」(成城法学24号)55ペー ジ以下。
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